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日本におけるRE100の最新動向と、VPPAの重要性

日本気候リーダーズ・パートナーシップ（JCLP）
事務局 柴岡隆行
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2. 日本におけるRE100最新動向
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日本企業の参加と供に、「RE100」メディア掲載増加RE100
日本企業

58社
電力需要*は

日本の約4.8%

159団体

日本の自治体・病院・学校・中小企業等

発足

発足

2019年10月 28団体

2014年9月

日本企業初
2017年4月

グローバルに申込集中
(3カ月待ち)

※：海外拠点含む参考値。 出所： 2014年からのRE100参加企業実績、日経テレコン、エネルギー白書2020より、JCLP事務局作成。

協働開始 RE100アンバサダー就任支援

国有施設
再エネ3割

外務省、環境省、防衛省

記事/3ヶ月

2021年2月

50社突破

（100%達成14団体以上）
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【参考：抜粋】RE100グローバル・ポリシー・メッセージ

RE100企業は政府へ以下を求める：

1. 再エネコスト競争力の確保

2. 制度障壁の除去、適切な制度の導入

3. 需給の直接取引

4. 電力会社と取組み、再エネ調達オプションを提供

5. 直接投資の推進

6. 競争力のある価格の、再エネ証書（信頼性・透明性を担保）
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再エネ関連政策の動向
確定：日本のNDC 「2030年46%削減（50%の高みをめざす）」

大詰め：エネルギーミックス 「非化石6割？」
「再エネ36%～38%？」

次の重要政策：カーボンプライシング(CP) ←再エネ競争力に、直接的に大きな影響

※政府委員会議論、報道等より、事務局推察

再エネ目標

制度設計推進

図：第1回 気候変動対策推進のための有識者会議 10

 「2030年50%」 「再エネ競争力」

炭素税！
ポリシーミックス！
排出量取引！

クレジット！
インターナルCP！

2021年3月 2019年6月

再
エ
ネ
普
及

2021年5月 2021年2月

VPPA実現 公正な市場 発電側課金

2019年11月

炭素税及び排出量取引の制度設計の議論推進と
カーボンプライシングの目的・効果に関する
わかりやすく幅広い情報発信を求める

2021年7月

https://www.cas.go.jp/jp/seisaku/kikouhendoutaisaku/dai1/siryou4-2.pdf
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(参考：再エネ競争力) 2040年代も石炭火力最安の見込み

再エネが価格競争力を持つには？
出典：第1回 気候変動対策推進のための有識者会議資料に一部加筆

https://www.imf.org/en/Publications/WEO/Issues/2020/09/30/world-economic-outlook-october-2020
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(参考) 炭素税及び排出量取引の制度設計推進に向けて（JCLP意見書:2021年7月）

12

【背景】
パリ協定の1.5℃目標を達成し、気候変動へ歯止めをかけ、人々の生活や企業活動に不可欠な社会基盤を守る必要がある

それには2030年温室効果ガス排出削減目標の達成が重要

このため、社会全体で排出削減に向けて迅速に行動の変化を起こす必要がある。排出削減を効率的に進め、社会全体の削減コストを最小化することも重要

社会全体の「行動の変化」と「削減コストの最小化」のためには、炭素排出量に比例した明示的カーボンプライシング（炭素税や排出量取引）が有効

適切な炭素税・排出量取引の導入は経済成長につながる

【意見】
炭素税及び排出量取引の制度設計や導入時期について、議論の推進を求めます

炭素税については、年内に制度の骨格が明らかになるよう、関係各省が連携をして議論を進めることを求めます

中小企業や低所得者層に対する負担を「いかに制度設計をもって防ぐか」という視点を持って、

「公正な移行」に向けた議論を進めることを求めます

カーボンプライシングの目的や効果に関して、わかりやすく幅広い情報発信を求めます
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3.VPPAの重要性
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【参考】短期的手法から、長期的手法へ（RE100）

出典：RE100年次レポート2020

再エネ証書

小売メニュー

短期から長期へ

14
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※民間ベースで再エネ拡大を進めるために重要な仕組み

そもそも、コーポレートPPAとはどのようなものか？

15

電力購入契約（Power Purchase Agreement）

再エネ
事業者 需要家

再エネ（電力and/or属性）

合意した価格

 需要家が、発電事業者と合意した期間、合意した価格で、再エネ（電気and/or再エネ属性）を調達する契約

合意した期間取引
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①フィジカルPPA：電力＋再エネ属性（証書）のセット取引
②バーチャルPPA：再エネ属性（証書）のみを取引（需要家-発電者間に電力供給の直接的な関係はない）

PPAには、どのようなスキームがあるのか？

①フィジカルPPA（オンサイト／オフサイト）

再エネ
事業者 需要家

電力

再エネ属性（証書）

固定価格

電力+再エネ属性の
セットで取引

※小売事業者を介す取引も可
※日本では自己託送制度の活用事例も

16

②バーチャルPPA（オフサイト）

再エネ
事業者

需要家

卸電力
市場

小売

電力

電力市場価格

小売価格

再エネ属性（証書）

固定価格（Strike Price）

市場価格

V-PPA契約（差額契約方式:CfD）
※再エネ属性のみ取引・支払

出典：自然エネルギー財団（2020年9月30日）（JCLPにて一部追記）

https://www.renewable-ei.org/activities/reports/20200930.php
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なぜ、バーチャルPPAに注目しているのか？

需要家主導
追加性重視
経済合理性

PPA

前提

フィジカル
PPA

（オンサイト）

自社敷地内に
土地あり

YES

敷地外の事業
を支援したい

No

電力+証書
セットで購入
したい

フィジカル
PPA

（オフサイト）

YESYES

バーチャル
PPA

（オフサイト）

No

テナント

全拠点への
P-PPAは困難

あとは価格や
リスクの度合いと
の相談！

既存契約
の変更が
困難

17

自家
発電
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再エネ
事業者
（施設）

需要家
（施設）

卸電力
市場

小売

電力

電力市場価格

小売価格

再エネ証書

固定価格（Strike Price）

市場価格

本社

店舗（テナント入居）

工事現場、他

工場/倉庫
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柔軟な分配が
可能

バーチャルPPAを利用すると何ができるのか？（需要家の視点）

電力エリアの
違いを気にせずに、
事業を選択可能
※別エリアへの送電は
コスト増の懸念

統廃合の際に
他拠点へ割当等も

証書を本社で
一括調達可能

証書の確保が
長期間可能

 再エネ属性（証書）のみの取引のため、以下のことが可能

小売事業者を
自由に選択可能

証書のメリットを享受可能

差額契約方式
(Contract for Difference)

日射条件等の良い
適地から調達可能
※調達量少のリスク減
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発電者：安定収入を長期獲得 ⇒ プロジェクト資金調達
需要家：固定価格に対し、市場価格が下回ると費用、上回ると収入、

※小売価格が市場連動型の場合は、連動度合いに応じた相殺(変動リスク低減)効果あり。(例：費用が出ても、小売価格も下がりトータルの影響は軽減）

（参考）差額契約方式（CfD）は、どのような仕組みなのか？

市場参照価格

価
格
（
円/KW

h

）

時間軸

差額を、発電者⇒需要企業へ

差額を、需要企業⇒発電者へ

19

固定価格
（strike price)
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 現状の日本の制度では、非FITの再エネ属性を電力とセットで調達する必要があり、VPPAのメリットが上手く
機能しない懸念あり
⇒ 例えば、特定の需要施設のみへの供給となり、一括調達・各オフィスや工場への分配が難しいと想定される

（参考）現状の日本制度で想定されるスキーム

店舗（テナント入居）

工事現場、他

工場/倉庫

出典：自然エネルギー財団（2020年9月30日）（JCLPにて一部追記）

https://www.renewable-ei.org/activities/reports/20200930.php
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(参考) 「日本における非 FIT 再エネの選択肢多様化に向けて」(JCLP意見書:2021年5月）

1

2

3

非化石証書を含む様々な環境証書について、無効化と活用の仕組みについて全体的・統一的な方針を。
また、需要家側が証書を無効化した際に、税法上損金算入可能との方針を明示すべき

需要家が非FIT再エネを、実質的に卸価格程度（託送料金、再エネ賦課金除く）で購入できるよう、
経済的なインセンティブを付すべき

非FIT証書についても電力取引と切り離し、
需要家の直接調達（相対取引及び市場取引）を行えるよう早急に検討開始すべき

21

国民負担を抑えた再エネの拡大を見据え、民間投資等を喚起するバーチャル PPA 実現策の早期導入を求めます
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【参考】V-PPA意見書で求めたもの
（RE100グローバル・ポリシー・メッセージの観点にて）

RE100企業は政府へ以下を求める：

1. 再エネコスト競争力の確保

2. 制度障壁の除去、適切な制度の導入

3. 需給の直接取引

4. 電力会社と取組み、再エネ調達オプションを提供

5. 直接投資の推進

6. 競争力のある価格の、再エネ証書（信頼性・透明性を担保）
22
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【最後に】 日本にて、オフサイト型PPAも有効か（メリットは得られるか）

分類 手法例 効力例 主な特徴例

電
力
セ
ッ
ト

オンサイト ・ 自社所有
・ 第三者所有（PPA）

長い
（数十年） ・ コストメリットが出やすい

電力
メニュー

・ 生再エネ
・ 証書セットなど

短い
（1年～数年）

・ 簡単、スピーディー
・ 小売各社の創意工夫（追加性、原産地証明)

オフサイト

・ P-PPA
☞日本でも実践事例数件

・ 自己託送
☞第三者所有を認める方向で議論

長い
（数十年）

・ 電力コストを長期に確定
・ 長期契約にするほどコストメリットが出やすい
・ 追加性

証
書
の
み

・ V-PPA 長い
（数十年）

・ P-PPAが難しい地域でも、導入可（※電力制度による）
・ 既存電力契約の維持
・ 柔軟な環境証書の配分(複数テナント等)
・ 追加性

証書 ・ Jクレジット、
・ グリーン電力証書など

短い
（1年）

・ 簡単、スピーディー
・ 年度末でも、再エネ目標率の調整可

23
※JCLP企業数社にヒアリングし作成（企業により各項目の評価は異なる点に留意）
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